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I はじめに
今日，「危険管理」あるいは「危機管理」といった用語が，社会生活を営
むうえでも，一般に使用されるようになった丸
この「危険管理」，「危機管理」という用語は，現在，非常に多義的に使
われており，それゆえ，これらの用語が有する専門用語としての本来の性
格2)を離れて，日常用語としての性格が与えられている感はぬぐえない。し
かし，危険管理，危機管理という用語の日常化は，一方では，家庭生活を
営むうえでも妥当するものとして，日常生活の中での危険管理意識を促進
させるという，啓蒙的な役割を果たしたことも事実である。
今日，企業に於いても，家庭に於いても，その活動あるいは日常生活の
中で，諸種のリスク (risk危険）に直面することになる。このとき，企業
活動に伴うリスクと同様に，否，それ以上に「家庭」に於いては，家庭生
活を営むうえで生起するリスクに対しての管理が求められることになる。
ファミリー・リスクマネジメントについては，従来，経営学に於いて企
業を中心に据えて考察がなされてきた，いわゆる「リスクマネジメント
1) これらの用語が．平成7年 1月17日に発生した「阪神・淡路大震災」を契機とし
て，新聞等のマスメディアで頻用されたことは記憶に新しい。
2)危険管理，危機管理の定義と相違については，亀井利明 r危険管理論 企業危
険とリスクマネジメントの理論一』（中央経済社，昭和59年） 7頁以下参照。
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(risk management)」理論の一分野としての位置づけからの考察や，家政
学，家庭経済学あるいは常識的な家庭管理論の領域からの考察がなされて
きた。
しかし，ファミリー・リスクマネジメントを考察するにあたり，家庭が
日常生活を営むときの活動主体としての「ひと」が，法律上の権利義務の
主体として行動することを考えれば，「ひと」は，家庭生活を営むうえで，
法によって権利を与えられると同時に，諸種の制限を受けて活動している
ことになる。このように考えると，科学としての「ファミリー・リスクマ
ネジメント」を考察することは，経営学，家政学あるいは家庭管理学のみ
ならず，法律学の領城からのアプローチも必要であると考えられる。
本稿は，上記の視点に立って，ファミリー・リスクマネジメントを，法
律学の領域一——ことに，手続法的側面――•から考察するものである。
I ファミリー・リーガル・リスクマネジメント
1 ファミリー・リーガル・リスクマネジメントの意義
(1) ファミリー・リスクマネジメント
リスクマネジメントは，企業活動に於けるリスク管理であるところの「ビ
ジネス・リスクマネジメント (businessrisk management)」として登場
したものである。とくに，アメリカに於けるリスクマネジメントは， 1930
年代以降には，すでに，企業危険管理として発達し，企業存続や企業防衛
といった問題意識の下に，企業危険対策として理解されていた3)。そこに
は，企業の有する社会的責任4)の一つである，倒産回避という命題をみいだ
3)亀井利明『リスクマネジメント理論』（中央経済社，平成4年） 11頁，同•前掲註
(2) 1頁以下参照。
4)企業の社会的責任のとらえ方は，企業を取り巻く社会環境と社会構造によって変
化がみられる。例えば，古くから主張されてきた，株主利益の保障や債権者の保護
といった企業責任から，とくに1970年代に問題化した，公害・環境汚染問題，欠陥
商品・消費者問題を背景とした，消費者に対する責任や地域社会に対する責任とい
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すことができる。すなわち，企業は維持・存続することによってこそ，そ
の社会的責任を履行することができるのであるから，企業に於けるリスク
マネジメントは，一次的には，この倒産回避という点に向けられなければ
ならないことになる丸
これに対して，家庭およびその構成員を対象とする，いわゆる「ファミ
リー・リスクマネジメント (familyrisk management)」が論じられるよ
うになったのは，ごく最近になってからのことである 6)。ファミリー・リス
クマネジメントは，企業を射程領域とするピジネス・リスクマネジメント
理論を，家庭に於けるリスク管理として応用しようとするものであるとい
われている”。しかし，ファミリー・リスクマネジメントの概念や目的につ
いては，学説は統一的な見解をみいだしてはいないように思われる丸如何
なる角度からこれを考察していくのかについては，今後の墓礎的研究を待
たねばならない。
しかし，ファミリー・リスクマネジメントは，最大公約数的には，最小
う，新しい企業責任が台頭してきた。この点につき，桜井克彦『現代企業の社会的
責任』（千倉書房，昭和51年）参照。
5)この点につき，亀井利明博士は，「企業がこの〔倒産回避：筆者補筆〕責任を履行
できない以上，美化された他のいかなる責任も有名無実となろう。したがって企業
の社会的責任の内容は，倒産回避の責任を頂点として構築されねばならない」とし
て，企業の維持・存続の必要性を強調される（亀井•前掲註〔 3 〕 91頁）。
6)わが国に於いて，ファミリー・リスクマネジメントが初めて論じられたのは，日
本リスクマネジメント学会・第8回大会（昭和61年）に於いてであった。
7) この点につき，西川幹人教授は，ファミリー・リスクマネジメントとビジネス・
リスクマネジメントとは，「基本的には同一のプロセスを踏まえるもの」とされてい
る（西川幹人「ファミリー・リスクマネジメントのあり方ー一問題提起一」危険
と管理15号〔昭和62年〕 28頁）。
8)すなわち，ファミリ リスクマネジメノトを完成された家庭経営学的側面から
とらえることもできるが，西川幹人教授のように経済学的側面からこれをとらえ，
ファミリー・リスクマネジメントの究極的目的は「消費経済活動の円滑な遂行」に
あるとされる（西川・前掲註〔7〕29頁）など，ファミリー・リスクマネジメント
を考察するうえでの共通の出発点をみいだしていない状況にあると思われる。
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の組織単位としての家庭をその対象領域とするものであるといえよう。す
なわち，個々の家庭内・外に於いて現出するリスクをどのように管理して
いくのかということが，中心に据えられるものであるといえる。
(2)ファミリー・リーガル・リスクマネジメント
近年，社会を取り巻く環境は著しく変化しており，それと相応して，個
人が抱く意識， とりわけ権利意識は次第に欧米型へと変化しているといわ
れている9)。かつてアメリカは「訴訟社会 (litigeoussociety)」であるとい
われたが，このことは，今後のわが国に於ける状況を推測するうえでも示
唆的であろう 10)。すなわち，訴訟は企業（法人）や特別の者（自然人）に固
有のものではなく，個々の家庭一般にとっても，法律上の紛争に巻き込ま
れるというリスクに直面する可能性は非常に大きくなってきている。仮に
その紛争がごくわずかの金員を巡る紛争であったとしても，このような紛
争に対して，どのように対処していくのかということは，家庭にとって大
きな問題となろう。このことは，直面する法的紛争が訴訟にまで至らない
場合でも，そこになんらかの法的処理が必要となることを意味するもので
ある。
このように，家庭が直面するファミリー・リスクの中で，法的処理を要
する，あるいは法的処理がなされうるリスクに関するファミリー・リスク
マネジメントを，とくに「ファミリー・リーガル・リスクマネジメント」
ということができる。
9) 日本人の法意識に関する研究として，「特集・日本人の契約緞と法意識」ジュリス
ト1096号（平成8年） 40頁以下がある。
10)アメリカに於ける訴訟件数の増加傾向をもって，わが国に於ける訴訟件数の増加
を直接的に説明することは性急にすぎるといわざるをえない。すなわち，アメリカ
の訴訟社会化の要因は，弁護士の成功報酬 (contingentfee)制度，ディスカバリー
(discovery)制度，懲罰的損害賠償制度等，広義の手続制度にあると考えられる。
しかし，わが国に於ける訴訟件数の増加傾向は，現実のものであり，先般なされた
民事訴訟法改正によって，少額訴訟の増加現象が予測される。「訴訟社会化」につい
ては，拙稿「民事訴訟に於けるリスク」危険と管理24号（平成8年） 144頁以下参照。
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ファミリー・リスクについては，家庭が直面するリスクは企業が遭遇す
るリスクに比して，さほど複雑でもなく範囲も狭いと解する向きもある
が11),家庭が直面するリスクの多様性や家計におよぽす影響を考えるに，企
業に於けるそれとなんら変わるところはないように思われる。また，発生
するリスクの規模（例えば，損害賠償金額）についても，一般に，企業が
直面するリスクの規模の方が大きいと考えられようが，これとても，単純
な量的差異の問題であり，個別経済主体におよぽす影響力を考える限りは
質的差異は認められず，企業に於けると同様であると解するぺきであろ
?）??ー、 ?
このことは；家庭が直面するリスクが法的側面を有する場合には，さら
に深刻さを増すことを意味している。すなわち，企業に於けると同様に，
あるいはそれ以上に家庭に於いては重大な問題となる。しかも，ファミリ
ー・リスクマネジメントの中に於ける法的リスクの占める割合は高いにも
かかわらず，法律の専門家が家庭に存在する確率は極めて小さいといわざ
るをえない。このような状況を踏まえると，そこでなされるファミリー・
リーガル・リスクマネジメントの困難性は，企業の比ではないということ
になる 13)。
11) この点につき，西川幹人教授は，「ファミリー・リスクマネジメントでは，ビジネ
ス・リスクマネジメントにみられるようなリスクの多様性はなく，たとえば労災補
償とか製造物賠償責任にかかわるリスクは一般に対象とならず，より簡明なプロセ
スで済ませると思われる」とされている（西川・前掲註〔7〕29頁）。しかし，この
ような見解は，ファミリー・リスクマネジメントとビジネス・リスクマネジメント
とを，その量的差異という視座によってのみ識別しようとするものであって，そこ
には質的差異という側面が埋没されているように思われる。
12)この点に関し，戸出正夫教授も同様の立場をとられている。戸出正夫「ファミリ
ー・リスクマネジメントのあり方一家計危険の発見とその分類一」危険と管理
15号（昭和62年） 34-35頁参照。
13)企業に於いては，顧問弁護士あるいは企業内部に設置されている法務部といった，
いわゆる法律専門家が存在する場合が多く，その意味では，法的紛争がおよぽす影
響力は，家庭の方が大きいと考えられる。
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2 ファミリー・リーガル・リスクマネジメントのあり方
ファミリー・リーガル・リスクマネジメントの一次的な目的は，ファミ
リー・リーガル・リスクを最小限に押さえることにある。
ファミリー・リーガル・リスクの処理手段としても，ビジネス・リスク
マネジメントに於けると同様の処理手段である「危険制御」と「危険財務」
によるリスク処理が考えられよう 14)。このとき，ファミリー・リーガル・リ
スクマネジメントに於ける危険財務は， リスクを回避あるいは除去しえな
ぃ，ごく限られたファミリー・リスクについての処理手段として考えられ
るべきであり，それゆえ，ファミリー・リーガル・リスクマネジメントに
於けるリスク処理手段としては，危険制御を中心に考察がなされるべきで
あろう。すなわち，ファミリー・リーガル・リスクマネジメントの最重要
課題は，ファミリー・リーガル・リスクの回避・除去たる危険制御に向け
られ，その転嫁・保有としての機能を有する危険財務は二次的・補完的に
利用されるべきである。
そこで，ファミリー・リーガル・リスクの完全排除を目的とした， リス
ク処理手段としての「回避」が考えられる。しかし，回避行動は，反面，
家庭生活に於ける諸活動を大幅に制限することを意味することになる。な
ぜなら，家庭生活に於ける活動の多くは，法律行為としての側面を有する
ものであり 15),右行為を完全に排除しては，家庭生活は維持・存続しえない
ことになるからである。そこで，ファミリー・リーガル・リスクマネジメ
ントに於けるリスク処理手段としての最善策は， リーガル・リスクの発生
14) リスク処理手段については，亀井• 前掲註 (3)31頁以下参照。
15) 例えば，家庭生活上，必要不可欠な電気・瓦斯• 水道水などの供給を受けるに際
してなされる契約，家屋の賃貨借契約などの行為は，広くは，民法第399条以下の規
定に従ってなされることになる。また，両親がその未成年子の過誤を矯正善導する
ために，叱ったり，叩いたりする行為は，同法第822条所定の「親権」の行使に該当
する。また，婚姻については同法第731条以下，離婚については同法第763条以下な
ど，家庭生活の中でなされる H常の行為といえども，これらの多くは法律行為とし
ての性質を有する点に留意しなければならない。
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を未然に防止するという点に向けられなければならないことになる16)。
しかし，不幸にして，ファミリー・リーガル・リスクが発生した場合，
それが法的リスクである限りに於いては，企業に於ける法的リスクの場合
と同様に，法的紛争として現出することになる。このような法的紛争に対
する家庭の反応は，法のもつ制裁的側面のみをとらえ，また，右紛争が将
来，訴訟にまで発展した場合のことを想起するなど，マイナスのイメージ
を抱くことがほとんどであろう 17)。そこでは，「紛争のない平穏な暮らし」
を希求するあまり，これを守るための多少の犠牲は不可欠であるという命
題を自らに課すことによって，積極的に紛争処理にあたるのではなく譲歩
をしてでも穏便にすませてしまうという行動様式をとることも少なからず
存在するであろう。ここに於いては，法の有する公平性の要請は埋没して
しまうことになる。
このような現象は，法・法手続・法制度等に対して抱く誤謬から生じる
ものである。すなわち，法が社会規範としての性格を有するということは，
反面，権利保護としての機能をも有しているのであって，このバランスを
保つことによって，法は社会に公平感をもたらすことができるのである。
16)例えば，家屋の賃貸借契約をはじめとする，契約書作成が一般的に行われている
ような場合には，特約事項を契約書に明記しておくという行為を通して，雑多な権
利義務関係を明確にしておくことが可能であろう。しかし，契約書が作成されない
ことが多い，家庭生活を営むうえで現出する「小さな約束」あるいは「合意」に潜
むリスクは膨しい数におよぶであろう。
また，「あらかじめ紛争が発生しないように万端の手あてを構じることは不可能で
あるばかりか，そのような策に必要以上のエネルギーを注ぐことは，あまり賢明と
は言えない。……したがって，「紛争予防』に必要以上のエネルギーを注ぐよりも，
紛争が生じたときに適切に対応できるような体制（場）をつくっておくことが必要
である。『予防医学jと同様に，『紛争予防法学』がそれほど発達しない理由も，こ
こにある」として，紛争の予防に対して懐疑的な立場もある（井上治典「講&Q 紛
争と手続き』〔放送大学教育振興会，平成5年〕 45頁）。
17)例えば，「法律のことはわからない」，「紛争自体がやっかいだ」，「訴訟になれば弁
護士費用を含めて費用は膨大なものになるだろう」と。
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しかも，このような公乎感をもたらす法制度の一つとして，裁判所を含む
諸種の紛争処理手段が存在するとすれば，家庭が法的紛争に直面したとき，
われわれは法や法制度をもっと積極的に活用しうるのではなかろうか。
II ファミリー・リーガル・リスクの紛争処理
1 紛争処理手段
ファミリー・リーガル・リスクに係わる法的紛争を解決するための手段
は，一部の例外18)を除いて，企業のそれとなんら異なるものではない。
法的紛争が発生したとき，紛争当事者が行う処理手段は，一次的には，
解決に向けた話し合いをなすことに向けられるであろう。紛争解決手段と
しての話し合いが，古くから広く利用されてきたことについて疑義を挟む
ものはいないであろう。この解決方法は，紛争当事者が私的自治によって
自律的に紛争を解決しようとするものであり，紛争解決手段の原型ともい
えるものである。ここでは，当事者双方が直接，相手方に対して，自己の
権利主張をなすことによって，互いに妥協点をみいだそうとする。このと
き，当事者双方は，互いに，相手方の主張に耳を傾け，自己の主張との摺
り合わせをすることによって，解決策を模索していくといった適正なプロ
セスを介しない限り，当事者双方が納得する結論には達しえないことにな
る。
また，右話し合いが解決に結ぴつかなかった場合には，二次的なものと
して，裁判という手段を用いることになろう。国家機関としての裁判所に
於いてなされる，法の専門家である裁判官が，紛争当事者の訴えによって
なす解決方法である。ここでは，法定手続に従って裁判がなされ，紛争に
対する一定の解決が見いだされることになる。
18)家事審判法第17条・ 18条は，同法第 9条1項甲類所定の審判事件を除く人事に関
する訴訟事件，その他一般に家庭に関する事件について訴えを提起しようとする者
は，まず，家庭裁判所に調停の申立をしなければならない旨規定する。
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さらに，近年注目されている裁判所以外の紛争処理機関によってなされ
る調停や仲裁19)を中心に据えた方法で解決を図ろうとすることも考えられ
る。裁判外紛争処理機関は，行政主導の処理機関と民間主導の処理機関と
が存在する。行政型の紛争処理機関としては，公害等調整委員会，労働委
員会，建設工事紛争審査会，消費生活センター，国民生活センター等20)があ
る。また，民間型の紛争処理機関としては，仲裁センター，交通事故紛争
処理センター21),クリーニング賠償問題協議会，医事紛争処理委員会等があ
る。これらの機関に於いても，一定の手続に従って，解決が図られること
になる。
2 紛争処理
(1)紛争当事者
家庭内に於いて生起する紛争を紛争当事者という観点からみるに，同一
家族の構成員間に於ける紛争と，その構成員と構成員の属する家族以外の
ものとの間に於ける紛争に大別される。
前者の紛争に対する処理手段としては，話し合いによって解決されるこ
とが一般的であろうし，また多くの場合，その方法がとられることは容易
に想像できよう。なぜなら，前者に於ける紛争の多くは，法律上の紛争よ
り事実上の紛争の方が遥かに多く，また家庭内の紛争解決に他者を介在さ
せたくないといった，心理的欲求が先行するためであると考えられるから
である。同様に，両構成員間の紛争が法的側面を有するときにも，その紛
争処理手段としては，一次的には，話し合いによって解決が図られてき
19)本来，仲裁は，当事者双方が仲裁人を選定し，その仲裁人が示す仲裁判断に従う
という，いわゆる「仲裁合意」を前提としたうえで行われる手続をいう。しかし，
実際には，当事者間の話し合いを斡旋し，利害の調整を図るという，和解や調停と
しての色彩が強いものである。
20)各機関の詳細につき，小島武司・伊藤慎編『裁判外紛争処理法』（有斐閣，平成10
年） 83-103, 129-142頁参照。
21)以上の機関の詳細につき，小島・伊藤編・前掲註 (20)116-128頁参照。
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た22)。そして，二次的には，裁判外紛争処理手段としての調停等の方法がと
られ23),その効果もあがっている。さらに，これが不調に終わった場合には，
最終的な処理手段としての裁判を利用することになる。
これに対して，後者の場合には，前者の場合と同様に一次的には紛争当
事者間に於ける話し合いによって解決を図ることになろうが，これが合意
に至らなかった場合，従来，裁判外紛争処理手段としての制度的確立が遅
れていたこともあり，紛争はいきおい裁判によって解決が図られることに
なる。
(2)法的紛争処理に於ける特殊性
ファミリー・ 9ー ガル・リスクに係わる法的紛争処理を考察するとき，
同一家族の構成員間に於ける紛争と異なり，その構成員と構成員の属する
家族以外のものとの間に於ける紛争の場合は，微妙な問題が生じることに
なる。
すなわち，仮に，勝訴判決をえられるであろうことが確定的である紛争
事案に於いても，裁判確定時にえられる経済的利益と裁判をすることによ
って負担をしなければならないリスクとを比較考量するとき，後者はあま
りにも大きなリスクとなろう。また， とくに紛争の相手方当事者が近隣に
在住する者である場合には，紛争処理後もなんらかの形で互いに係わって
生活をして行かねばならないという事情も，裁判という手段を選択しにく
くする要因となっている。この点は，企業間に於ける紛争処理手段として，
紛争当事者たる企業が裁判を選択することとは一線を画する問題である。
しかし，ファミリー・リーガル・リスクに係わる法的紛争に於いても，裁
判を利用せざるをえない場合もでてくる。このとき，当事者は裁判という
手続を利用することに伴うリスクを甘受しなければならないことにな
22)離婚事件につき，裁判離婚（民法第770条）が離婚全体のわずか1%程度にすぎな
いのに対して，協議離婚（同法第763条）は全体の90%近くを占めている状況にある。
23)離婚事件については，裁判所内で行われるものではあるが，家庭裁判所に於いて
なされる離婚調停がある。前掲註 (18)参照。
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る24)。
さらに，家族の構成員とその構成員の属する家族以外のものとの間に於
ける法的紛争は，訴訟法的視点からみれば，あくまでも個人対個人という
対立紛争を意味する。しかし，法的には家族の一構成員の問題であっても，
これを家族という視点からみれば，構成員個人の法的紛争も彼が属する家
族全体の問題として対処しようとすることになる25¥
ところが，現行法制度に於いては，家族全体を紛争当事者として扱うこ
とは困難である。裁判という制度に於いては，当事者を明確に特定しなけ
ればならないことはいうまでもない26)。しかし，このことが，構成員の法的
紛争を家族全体の問題としてとらえる家族にとっては非常に大きな障壁と
なっているようにも思われる。それゆえ，家族全体が紛争解決に関与して
いけるような制度的な整備が望まれる。
IV まとめに代えて
ファミリー・リーガル・リスクに係わる法的紛争処理を考察するとき，
企業を中心に据えたビジネス・リスクマネジメントとは異なる環境に於け
24)民事訴訟に伴うリスクとしては，一般に以下のようなものが考えられる。第一に，
金銭的リスクである。すなわち，弁護士訴訟が一般的である現在，弁護士費用や訴
訟費用をどの程度負担しなければならないのかという問題である。第二に，時間的
リスクが考えられる。すなわち，近代訴訟制度は当事者の権利保護の観点から裁判
所間に審級制度を設け，いったん下された判決に対して不服のある当事者には，上
級裁判所に於いてさらに審判を受ける機会を保障している。このような審級制度は，
反面に於いては長期化する裁判という負の側面をも招来する結果となる。第三に，
裁判所内・外に於ける精神的リスクも考えられる。これらの点につき，拙稿• 前掲
註(10)148頁以下参照。
25)企業が，その構成員である被用者が引き起こした法的紛争に対して，企業全体と
して対処をするのと同様に，紛争当事者たる家族の一構成員を守ることが家族全体
を守ることになることを意味している。
26)民事訴訟法第133条 2項 1号。
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る紛争処理を図らねばならないことになる。社会構成の一単位であるとこ
ろの家族に帰属する構成員の法的紛争は，現実的には彼が帰属する家族全
体の問題として対処する必要があるからである。また，紛争処理手段とし
ての話し合い，裁判，裁判外に於ける紛争処理機関のいずれによる紛争解
決の場合にも，一定の手続に従って処理がなされることになる。このとき，
「手続」を従来考えられてきたような，実体法上の権利の保護・実現のた
めに用意された手段として，画ー的・固定的にとらえるのではなく，個々
の紛争に対する適正な手続を通して，両当事者の積極的なかかわりの中か
ら，当該紛争に妥当すべき規範を形成していくものとしてとらえることが
必要となろう 27)。
また，これらの紛争処理手段は，別個独立して，個々にその機能を発揮
するのではなく，相互に連携して，複合的に機能するものである。すなわ
ち，話し合いの途中に於いて，第三者の介入により紛争が解決される場合
もあろうし，裁判の継続中に，裁判所外での紛争当事者間に於ける話し合
い・合意が成立することも期待されよう。ファミリー・リーガル・リスク
に係わる法的紛争処理に際して，積極的な法制度の活用が望まれる。
（筆者は関西大学非常勤講師）
27) 井上治典・河野正憲•佐上善和編『現代民事救済法入門』（法律文化社，平成 4 年）
7頁以下参照。また，紛争処理に際しての当事者の役割を根底から見直そうとする
動きがなされている（井上正三・高橋宏志•井上治典編『対話型審理』〔信山社，平
成8年〕，井上・前掲註〔16)参照）。
